
介護給付   

サービス名 サービス内容 対象となる方 

居宅介護  

 居宅において入浴、排せつ

又は食事の介護等を行いま

す。支援の内容によって身体

介護、家事援助、通院等介助

等のサービスメニューがあり

ます。 

区分 1 以上の方 

通院等介助で身体介護を伴う場

合にあっては区分 2 以上で、か

つ認定調査項目のうち、次のい

ずれか 1 つ以上に認定されてい

ること 

・歩行：「全面的な支援が必要」 

・移乗、移動、排尿、排便：「支援

が不要」以外 

重度訪問介護 

 重度の肢体不自由又は重度

の知的障がいもしくは精神障

がいにより行動上著しい困難

を有する障がい者であって常

時介護を要する障がい者に

つき、居宅における入浴、排

せつ又は食事の介護等及び

外出時における移動中の介

護を総合的に行います。 

 

区分 4 以上で、 

【1】二肢以上に麻痺があり、認

定調査項目の「歩行」「移乗」「排

尿」「排便」のいずれも「支援が

不要」以外と認定されている方 

【2】認定調査項目のうち行動関

連項目等（12 項目）の合計点が

10 点以上である方 

同行援護 

 視覚障がいにより、移動に著

しい困難を有する障がい者等

につき、外出時において、当

該障がい者等に同行し、移動

に必要な情報を提供するとと

もに、移動の援護その他の当

該障がい者等が外出する際

の必要な援助を行います。 

【身体介護を伴わない場合】 

同行援護アセスメント調査票に

よる、調査項目中「視力障が

い」、「視野障がい」及び「夜盲」

のいずれかが 1 点以上であり、

かつ、「移動障がい」の点数が 1

点以上の方 

【身体介護を伴う場合】 

上記に加えて、区分 2 以上の方

で、認定調査項目のうち、次の

いずれか一つ以上に認定されて

いること。 

・歩行：「全面的な支援が必要」 

・移乗、移動、排尿、排便：「支援

が不要」以外 

 



行動援護 

 知的障がい又は精神障がい

により行動上著しい困難を有

する障がい者等であって常時

介護が必要な方で、当該障が

い者等が行動する際に生じ得

る危険を回避するために必要

な援護、外出時における移動

中の介護等を行います。 

 

 

区分 3 以上で、認定調査項目の

うち行動関連項目等（12 項目）

の合計点数が 10 点以上である

方 

療養介護 

 医療を要する障がい者であ

って常時介護を要するものに

つき、主として昼間において、

病院等において行われる機

能訓練、療養上の管理、看

護、医学的管理の下における

介護及び日常生活上の世話

を行います。 

 

筋萎縮性側索硬化症（ALS）患

者等で区分 6 以上の方  

 

筋ジストロフィー、重症心身障が

い者で区分 5 以上の方  

生活介護 

 常時介護を要する障がい者

につき、主として昼間におい

て、障がい者支援施設等にお

いて入浴、排せつ、食事の介

護、創作的活動又は生産活

動の機会の提供等を行いま

す。 

区分 3 以上の方（施設入所者は

区分 4 以上の方）、年齢 50 歳以

上の場合は、区分 2 以上の方

（施設入所者は区分 3 以上の

方）  

施設入所者で区分 4（50 歳以上

の場合は区分 3）より低い方で

指定特定相談支援事業者により

サービス等利用計画の作成を

受け、区が利用の組み合わせに

必要性を認めた方 

 

短期入所 

 居宅においてその介護を行

う方の疾病その他の理由によ

り、障がい者支援施設等への

短期間の入所を必要とする障

がい者等につき、当該施設に

短期間の入所をして、入浴、

排せつ又は食事の介護等を

行います。 

 

 

区分 1 以上の方 



重度障がい者等 

包括支援 

 常時介護を要する障がい者

等であって、その介護の必要

の程度が著しく高いものにつ

き、居宅介護等の障がい福祉

サービスを包括的に提供しま

す。 

区分 6 以上で意思疎通に著しい

困難を有する方で、  

 

【1】重度訪問介護の対象で四肢

すべてに麻痺があり、寝たきり

状態にある障がい者で、  

・ 気管切開を伴う人工呼吸器

による呼吸管理を行っている

身体障がい者 

・ 最重度知的障がい者 

 

【2】認定調査項目の行動関連項

目等の合計点数が 10 点以上の

方 

 

 

施設入所支援 

 施設に入所する障がい者に

つき、主として夜間において、

入浴、排せつ又は食事の介

護等を行います。 

・生活介護利用者は、区分 4 以

上の方（50 歳以上の場合は、区

分 3 以上の方） 

・自立訓練又は就労移行支援の

利用者のうち、地域の社会資源

の状況等により、通所すること

が困難である方など 

・生活介護利用者で区分 4（50

歳以上の場合は区分 3）より低

い方又は就労継続 B 型利用者

で指定特定相談支援事業者に

よるサービス等利用計画作成を

受け区が利用の組み合わせの

必要性を認めた方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



訓練等給付 
  

サービス名 サービス内容 対象となる方 

自立訓練 

 自立した日常生活又は社会

生活を営むことができるよう、

一定期間、身体機能又は生

活能力の向上のために必要

な訓練等を行います。 

【機能訓練】 

身体障がい者 

標準利用期間 1 年 6 ヶ月間 

【生活訓練】 

知的障がい者、精神障がい者 

標準利用期間 2 年間 

就労移行支援 

 就労を希望する障がい者に

つき、一定期間、生産活動そ

の他の活動の機会の提供を

通じて、就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要

な訓練等を行います。 

 

65 歳未満の方  

標準利用期間 2 年間 

就労継続支援 

 通常の事業所に雇用される

ことが困難な障がい者につ

き、就労の機会を提供すると

ともに、生産活動その他の活

動の機会の提供を通じて、そ

の知識及び能力の向上のた

めに必要な訓練等を行いま

す。 

【A 型（雇用型）】 

65 歳未満の方で雇用契約に基

づき継続的に就労することが可

能な方。  

 

【B 型（非雇用型）】 

就労に結びつかなかった方等  

 

※B 型については施設入所者で

指定特定相談支援事業所により

サービス等利用計画の作成を

受け、区が利用の組み合わせ

の必要性を認めた方も利用可能 

 

共同生活援助 

 障がい者につき、主として夜

間において、共同生活を営む

べき住居において相談、入

浴、排せつ又は食事の介護、

その他の日常生活上の援助

を行います。 

 

身体障がい者（65 歳未満の者

又は 65 歳に達する日の前日ま

でに障がい福祉サービス等を利

用したことがある者に限る。）、

知的障がい者、精神障がい者  

   



障害児通所支援 

サービス名 サービス内容 対象となる方 

児童発達支援 

 日常生活における基本的な

動作の指導、知識や技能の

付与、集団生活への適応訓

練等を行います。 

 

療育の観点から集団療育及び

個別療育を行う必要があると認

められる未就学の障がい児 

医療型児童発達支援 

 上肢、下肢又は体幹の機能

の障がいのある児童について

児童発達支援及び治療を行

います。 

肢体不自由があり、理学療法等

の機能訓練又は医療的管理下

での支援が必要であると認めら

れた障がい児 

 

 放課後等デイサービ

ス 

 就学している障がい児につ

いて、放課後等に生活能力の

向上のために必要な訓練、社

会との交流の促進等を行いま

す。 

学校教育法第 1 条に規定してい

る学校（幼稚園及び大学を除く）

に就学しており、授業の終了後

又は休業日に支援が必要と認

められた障がい児 

 

 保育所等訪問支援 

 保育所等に通う障がい児に

ついて、 その施設を訪問し集

団生活への適応のための専

門的な支援を行います。 

保育所その他の児童が集団生

活を営む施設として厚生労働省

令に定めるものに通う障がい児

であって、当該施設を訪問し、専

門的な支援が必要と認められた

障がい児 

 

 


